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広告支出と流通関係支出との決定

マーケティング ミックスの決定は,マ ーケティングにおいて研究されるべ

き重要な問題領域の 1つである.こ の問題を解決するためには,マ ーケティン

グ ミックスが市場にいかなる反応を与えるかについての 知識が必要で あ ろ

う.

DOrfman,Steiner〔 1〕 は,反応関数に関するかなリー般的な仮定のもとに,

価格,広告,および製品の品質についての最適な ミックスを求めるための規範

的決定ルールを導出している.Kotler〔 4〕 と Urban〔 lo〕 は,新製品におけ

るマーケティング ミックス決定のためのモデルを構成するさいに,具体的な

反応関数を作成 した.こ れらの構造を適用する場合に,パ ラメターの値の設定

は主観的になされている。

価格,広告支出,流通関係支出,および製品の品質という基本的なマーケテ

ィング決定変数の種々の組み合わせが販売数量に,あ るいはマーケット シェ

アに与える効果に関しての現実の時系列データの統計的分析による推定値が ,

いくつかの公表されている研究において報告されている (例えば,〔 5〕 ,〔 11〕 ).

Lambin〔 6〕 は,競争企業のマーケティング ミックスを明確に考慮したモデ

ル,すなわち競争的モデルに適用できるように DOrfman‐ Steinerの 決定ルー

ル (〔 1〕 参照)を理論的に拡張 し, さらに具体的な競争的モデルを構成 し,そ

のパ ラメターの値を回帰分析を用いて推定 している。また Lambinは 導出さ

れた決定ルールを利用 して,企業のマーケティング努力の配分が最適であるか

どうかを決定するという試みを実施 している.

男哲條上

序I.

1)Kotlerと Urbanと のモデルについては,大沢 〔9,pp.124-28,pp.149-54〕 をも参照.
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この論文では,あ る食料品会社のあるブランドのためのマーケティング ミ

ックスを決定するという問題を考察する。この会社のマーケティングロ的は利

益であり,選択されたマーケティング決定変数は総広告支出,および単位 (出

荷数量当たりの)流通関係支出である。これらの ミックスが市場に与える反応

を測定する尺度としてはマーケット シェアが使用される.ブ ランド出荷数量

は製品クラス (産業)出 荷数量とマーケット シェアによって求められる.ブ

ランド出荷金額から各種の費用を減ずることによって利益が算出される.製品

クラス出荷数量とマーケット シェアとを説明する構造式を決定し,そ のパラ

メターを推定するために,回帰分析の手法が用いられる.

回帰分析の結果を利用 して製品クラス出荷数量とマーケット シェアとを予

測する場合,そ こには誤差が伴う.こ れらの誤差が重なり合って利益の予測に

誤差をもたらす。この誤差の程度についての情報がマーケティング決定変数の

値を選定する際に必要なこともあろう.利益を予測するさいに生じる誤差の程

度を測定する尺度として利益予測の標準偏差を用いることにするが,用 いられ

ている関係式の構造から判断して利益予測の標準偏差を計算するための公式を

理論的に導出するのはかなり困難であると考えられる.そ こでモンテ カルロ

シミュレーションの技法を用いて利益予測の標準偏差を算出することにした。

マーケティング マネジャーは,単位流通関係支出と総広告支出とについて

のいくつかの代替案 ミックスから,各代替案 ミックスによって達成されると予

測される利益の平均値,およびその標準偏差を考慮 したうえで,よ り良い代替

案 ミックスを選択する.

第Ⅱ章においては,使用されるデータ,利益を算出するためのモデルの構造 ,

およびそのパ ラメタ下の推定の結果が示されるe第Ⅲ章では,予測の標準偏差

を算出するためのモンテ カルロ シ ミュレーション,そ れを主要な構成要素

とする予測システムについての解説がなされる.第Ⅳ章においては,予測シス

テムを現実のデータに適用 した結果についての説明が与えられる。
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Ⅱ.モデルとパラメターの推定

分析の対象となっている製品は,出荷数量にかなり季節変動が見 られる食料
2)

品である.

ブランド出荷数量は,製品クラス (産業)出 荷数量とマーケット シェアと

によって決定される。

製品クラス出荷数量は一般経済情勢,産業全体でのマーケティング努力等の

影響を受けるものと考えられるが,会社の経験とデータの利用可能性という観

点から製品クラス出荷数量の説明変数の候補として,国民所得 (資料 :経済企画

庁「国民所得統計年報」)と 人口 (資料 :総理府統計局「人口推計月報」)と が選択さ

れた.使用 したデータは,昭和38年第 1四 半期 (4月 -6月 )か ら昭和47年第 4

四半期 (昭和48年 1月 -3月 )ま での40四 半期のものである.

製品クラス出荷数量は,そ のグラフからも季節変動があることが判明したの

で,移動平均法を用いて季節変動の調整がなされた.それを季節変動調整済製

品クラス出荷数量とよび,そ の ι期の観測値 (あ るいは推定値)を ISん (単位

:個)で示すことにする.国民所得を消費者物価指数 (資料 :総理府統計局「7肖 費

者物価指数年報」)で調整することにより実質国民所得を求め, さ らに移動平均

法を用いて季節変動の調整がなされた.それを季節変動調整済実質国民所得と

よび,そ の ι期の観測値 (あ るいは推定値)を NIA,(単位 :億円)で示すこと

にする.

いくつかの回帰分析の結果を検討 したうえで,説明変数として NIA,の 自然

対数 Log NIArを用いて,IS∠ :を ,関係式

(1)IS∠′=-8,021,349+862,018 Log Ⅲ∠t,

(16。 62)

R=0.9376, θ=94,568, F=276, グ″=1。 24, π=40,

2)こ の論文における分析は ,会社の内部データをも利用してなされているが ,そ のデータに関し

て表示されている単位は現実のそれとは異なっている.また使用したコンピュータ プログラム

は著者が作成したものであり,計算結果は京都産業大学 計算センターの TOSBAC-3400/41
を利用して導出された .
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で推定することにした。上式の回帰係数の下のかっこ内の数字はその ι統計値

であり,上式の下の行の記号の意味はつぎのとおりである (以下の回帰分析に

おいても同じである).すなわち R=相関係数,∂ =誤差の標準偏差の推定値,

F=F統計値,ご″=ダ ービン ワトソン統計値,および η=標本の大きさ。

ι期の製品クラス出荷数量 IS,(単位 :個)は ,関係式

(2)IS,=ISAォ〕{ESIⅣ ,〕 /100},

で推定される.こ こに SIⅣ′は製品クラス出荷数量の ι期における季節指数で

ある.

製品クラス出荷数量を推定するさいに使用されている LOg N■A,は ,説明

変数として期間 ′ (た だし,昭和38年第 1四半期において ι=1)を 用いて ,

関係式

(3) Log N■A,=11。 0966+0。 0249ι
,

(62.29)

R=0。 9951, ∂=0。 0291, F=3880, ご″=0。 37, η=40,

によって推定される.

会社の経験か ら,ブ ランドのマーケット シェアを説明する変数の候補とし

て,総流通関係支出;単位 (出 荷数量当たりの)流通関係支出,総広告支出 ,

および単位広告支出が選択された。使用 したデータは,昭和42年第 1四 半 期

(昭和42年 4月 -6月 )か ら昭和47年第 4四半期 (昭和48年 1月 -3月 )の 24四 半

期のものである。回帰分析を実施する前に,各支出を消費者物価指数によって

実質支出に調整 した.

いくつかの回帰分析の結果を検討 したうえで以下に説明されるような関係式

を採用することにした.

ι期のマーケット シェア (単位 :%)は ,ι 期のブランドの実質単位流通関

係支出 Dォ (単位 :円/個)と ι期のブランドの実質総広告支出∠,(単位 :円 )と

によって,構造式
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(4)マ ーケ ット シェアォ=θβl D`β24β3%t,

で説明されるものとする.こ こにθは約2.7183な る値をとる対数定数であり,

%′ は誤差であり,LOg%′ が独立に平均値 0, 分散 σ2の正視分布をするもの

と仮定する.こ の場合 πtの 平均値は exp(σ2/2)と なる。通常の回帰分析を適

用するために式 (4)の 両辺の 自然対数をとり,構造式

(5)Log〔 マーケ ット シェア′〕=β l+β 2Log Dι ttβ 3 Log iι +Log γ,,

を得 る.

式 (5)に 関 しての回帰分析の結果か ら,Log〔 マーケ ット シェア ι〕の推

定値 Log y品 は,関係式

(6) Log MS,=-3。 5924+1.0484 Log D`+0.2160 Log∠ t,

(5.46)          (2。 66)

R=0。 9128, ∂=0。 1739, F=52, グ″=2.20, ″=24,

で推定 される.式 (6)で 計算 される推定値を用いて ′期のマーケ ット シェ

アの推定値 ν島 (単位 :%)は ,関係式

(7)MSt=′χク(LOg MS,十 g/2/2)

で推定されるものとする。ここに g/2は式(0に 関して計算される予測の分散の

推定値である (計算公式は第Ⅲ章の式l171で ある).

′期のブランド出荷数量 BS,(単位 :個)は ,関係式

(8)∬ ′=CISt〕 {〔搭 ′〕/100},

で推定される.

つぎに利益を算出するための関係式について説明する.ι 期の単位利益率

MA,(単位 :円/個)を

(9)MA′ =P,一 yC:,
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とする.た だ し,P,=ι 期の出荷価格 (単位 :円 /個),お よび /Ct=単位流通

関係支出を除いた ′期の単位可変費用 (単位 :円/個 ).ι 期の総固定費用 爾アC`

(単位 :円 )は ,

(10)TFCt=FCt十 五Ⅳ,,

となる.た だ し,FCt=総広告支出を除いた ι期の固定費用 (単位 :円 ), およ      ‐

び A鴫 =〔実質総広告支出,〕 {〔消費者物価指数,〕/100).ι 期の利益 P″,(単

位 :円 )は

(11)PRF`=〔 MA`― DⅣ :〕 郎S,〕 一TFCr,

となる.た だし,DⅣ
`=〔

実質単位流通関係支出
`〕

{〔消費者物価指数,〕 /100}.

以上で利益を算出するためのモデルは完成された.

Ⅲ.予測システム

この章では,代替案 ミックスを評価するための予測システムについて説明す

る.

予測システムの主要な構成要素であるモンテ カルロ シミュレーションを

説明するために必要な,回帰分析と予測の誤差についての結果を整理 しておく
3)

ことにする.

説明しようとする従属変数を y,こ の yを説明するために用いられる独立変      ｀

数をχ とする.yと χ との関係,すなわち構造式は

(12)y=xβ +び ,

で与えられるものとする.こ こにyは η次列ベクトルであり, Xは π行 列々

の行列であり,β は回帰係数で力次列ベクトルであり,そ してびは誤差項でπ

次列ベクトルである.構造式 (12)に おいて,つ ぎのことを仮定する.

3)本章の叙述は,Gddberger〔 2〕 ,岡本,宮下,大沢,中村 〔8,ppe 80-83,ppe 159-67〕 を参
考にした .
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(a)モ ーメン ト行列 rxの 逆行列 (X′ χ)~1が存在する.

(b)%′ (こ こ |こ 笏 は びの要素であり,J=1,2,… …,η )は ,平均値 0,

分散 σ2の正視分布をし,π′(た だ しJキ J)と 互いに独立である.

回帰係数βの推定量β (た だしβ=(rx)-lχ
′yり を用いてχ′(た だしχ′=

(χ,1,χ′2,… …,χ′ノ,… …,χ′ヵ))の 特定の値χOが指定されたときの特定 の

ノ0を予測するとき,そ の予測統計量′0は

(13)′ 0=χ Oβ +ZO,

なる分布にしたがう.こ こにπOは 平均値 0,分散σ2な る正規分布をし,%`と

は互いに独立であるとする.こ のとき′0の平均値 E(′0)と その分散 7(′ 0)

は,そ れぞれ

(14)E(ノ 0)=χ Oβ ,

(15) y(′ 0)=σ
2{1+χ

O(X′χ)~lχ O′ },

となる.

観測値 yと xと が与えられると, 回帰係数の推定値 β, 誤差の標準偏差の

推定値 ∂,およびモーメント行列の逆行列 (rχ )-1が 計算される.説明変数の

特定の値 χOが与えられたときの予測平均値′*と 予測の分散の推定値 S*2は
,

それぞれ

(16)′ *=χ Oβ ,

(17)g*2=∂ 2{1+χ
O(χ

′χ)~lχ O′ ),

で計算される。

与えられた仮定のもとで, 予測統計量′0は平均値χOβ ,

X)~ケ
0′}なる正規分布にしたがうのであるが, 平均値

(X7)~lχ O′}な る正規分布をするものとする.

つぎに予測システムで使用されているモンテ カルロ

分散 σ2(1+χ O(r

獅β, 分背にθ2(1+χ 0

シ ミュレーションに
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ついて説明する.

平均 ″Oβ ,分散 ∂2{1+χO(rx)-lχ O′}な る正規分布から1つ の値を抽出し,

それを″0が与えられたときの予測実現値とよぶことにし,ノ*で示すことにす

る.こ のような抽出実験を ⅣEX回 繰り返すことによって,肥 X個の予測実

現値 y*が得 られ,こ れらから予測の平均値とその標準偏差が計算される.し

かし,前述の場合のようにそれらが解析的に得 られるならば,こ のようなモン

テ カルロ シ ミュレーションの技法を用いる必要はないであろう。

第Ⅱ章で開発されたモデルにおいては,回帰分析によって得 られたいくつか

の関係式を用いて利益が算出される.こ れらの関係式には誤差が伴なっており,

これらの誤差が重なり合って利益の予測に誤差をもたらしている。利益を予測

する際の誤差の程度を測定する尺度として利益予測の標準偏差を用いることに

するが,モ デルにおいて用いられている関係式の構造から判断すると,利益予

測の標準偏差を計算するための公式を理論的に導出するのはかなり困難である

ように思われる.前述のようなモンテ カルロ シミュレーションを活用 して ,

利益予測の標準偏差を算出しようとするのが予測システムの目的の 1つである:

このシステムの詳細は図 1の フロー チャートのとおりであるが,そ の概略を

図 1に そって説明する.

ある与えられた期間 Tに おける利益予測について考察する.ま ず回帰分析で

えられた結果 (例えば回帰係数の推定値), 出荷価格, および費用等のデータ

が読み込まれる.さ らに単位流通関係支出と総広告支出との代替案 ミックスが

読まれる.ま たシ ミュレーションの回数 AEXが インプットされる.各代替案

ミックスにおいて第 κ回目のシ ミュレーションはつぎのように行なわれる(こ

こ|こ κ=1,2,… …,ⅣEX).

① 予測期間 Tを式 (3)に 代入 して,Log〔季節変動調整済実質国民所得

r〕 の予測平均値 ′1と その予測の標準偏差Slを計算する.

② 平均値 ′1,標準偏差glな る正規乱数ⅣRlを発生させる (式 (3)の場

合ダービン ワトソン統計値から判断すると誤差に正の系列相関があると

考えられる (有意水準 :5%)が ,一応独立に分布していると仮定する).
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図 1 予 測

Log〔 季節変動調整済実質国民所得〕,季節変動
調整済製品クラス出荷数量,お ょびLOg〔 マーケ

ット シェア〕に関するLul帰分析によって得られ

た回帰係数の推定値,誤差の標準偏差の推定値・
およびモーメント行列の逆行列を読む。

D(1),ぉ よびA(」 )を 用いてLOg〔マーケット

文
ェア〕の予測平均値 Y3,お よび予測の標準偏差

S3を 計算する。

平均値ヽL標準偏差 Y3な る正規乱数NR3を 発生させる。

予測期間Tを 読む。 NR3を LOg〔 マーケット シェア〕の予測実現
値とし,マ ーケット シェアの予測実現値M SIK)を

MS(K)=exp(NR3), とする。
製品クラス出荷数量の季節指数SINを 読む。

価格 P,単位流通関係支出を除いた単位可変費

用 VC,総 広告支出を除いた固定費用 FCを 読む

利益 PRF(K)を つぎの式で計算する。すなわち
PRF(K)=(I)一 Vc― D(I)。 PI)。 Is(K)。

yS(K)/1oo― (FCttA(」 )。 PI)。
単位流通関係支出 D(I)(た だしI=1,2,一 ―

ND),総広告支出 A(J)(た だ しJ=1,2,一 NA),
および消費者物価指数 PIを 読む。 PI=P1/1oo.

マーケット シェァMs(K)の平均値MMsを
MMS=(Σ

'野

MS(K))/NEXと 計算する。

利益 PRF(K)の平均値MPRF,標準偏差 SPR
F,お ょびその 2つの値の比 TVを ,そ れぞれ

ぎ:[Fこブ:ギ]≒{撃{IIキ≠書ξ書:‖

`ζ

[T
TV=MPRF/SPRF,

と計算する。D(1)=D(1)/1)I

D(I),A(」 ),MMS,MPRF,お ょびTVを Fp刷 する。

A(J)=A(」 )/PI

MAXD=D(1)
MAXA=A(」

)

R=9999/8388608(擬 似 .乱 数の初期値 )

うの悧平蠣 ,:li孝罵驚袂穆ポ
=。

平均値 Yl,標準偏差 Slな る正規乱数 NRギ を発生させる。

NRlを LOg〔 季節変動調整済実質国民所得 T〕

の予測実現値とし,そ れをNIA(K)で 示す。

NIA(K)を 用いて季節変動調整済製品クラス出
荷数量の予測平均値 Y2,お よび予測の標 準偏 差
S2を 計算する。

平均値Y2,標準偏差Sな る正規乱数 NR2を発生させ

およびMAXTVを Fp刷 する。
NR2を 季節変動調整済製品クラス出荷数量の予

測実現値とし,製品クラス出荷数量(=〔 sIN/1∞ 〕
〔NR2〕 )を IS(K)で 示す。
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③ ⅣRlを LOg〔季節変動調整済実質国民所得 r〕 の予測実現値 MM(κ )

とする.

④ MM(κ)を式 (1)に 代入 し, ①一③と同様の手順を繰り返して季節変

動調整済製品クラス出荷数量の予測実現値を求め (誤差が独立に分布して

いると仮定 している),そ れに季節指数を乗じて製品クラス出荷数量IS(κ )

を得る.

⑤ 代替案 ミックスを式 (6)に 代入して,①一③と同様の手順を繰り返 し

て Log〔マーケット シェア〕の予測実現値を求め (式 (6)の場合ダー

ビン ワトソン統計値から判断すると,誤差に系列相関はないと考えられ

る (有意水準 :5%)),マ ーケット シェアの予測実現値 ys(κ )を得る.

③ 利益が計算される.

各代替案 ミックスに対して AEX回のシ ミュレーションが実施されたならば ,

マーケット シェア,利益等について AEX個の予測実現値が得 られ,そ れら

の平均値と標準偏差とが計算され,印刷される。さらにすべての代替案 ミック

スについてシ ミュレーションが行なわれたならば,利益の平均値が最大となる

代替案 ミックスが選択され,そ のときの情報が印刷される。

Ⅳ.予測システムの適用

第Ⅲ章で開発された予測システムを現実のデータに適用 した結果について説

明する.第Ⅱ章で作成されたモデルを用いて,昭和48年第 1四 半期 (昭和48年

4月 -6月 )に おける単位流通関係支出と総広告支出との決定をするために こ

の予測システムを使用することにする.

回帰分析による回帰係数の推定値,誤差の標準偏差の推定値は第Ⅱ章に示さ

れているとおりである.モ ーメント行列の逆行列 (こ の章ではこれをCで示すこと

にする)はつぎのとおりである。 Log〔季節変動調整済実質国民所得r〕 におい

ては, Cは

(18) C =(__:::::::    ~:|:::|:),(
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で ある.季節変動調整済製品クラス出荷数量rに おいては,Cは

である.Log〔 マーケット シェアr〕 においては,Cは

(19) C

(20) C

~:|::::),０５
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である.昭和48年第 1四 半期において T=41で ある.製品クラス出荷数量の季

節指数 yⅣ は 96.92,単位利益率 νИ は 18。 333(円 /個 ),お よび総広告支出

を除いた固定費用 FCは 103,717(円 )と 推定された.消費者物価指数は 122

と想定された.単位流通関係支出の代替案としては, 3(円 /個 )か ら0.5(円

/個 )ずつ増加させていき10(円 /イ固)ま でを考える。代替案の数は15で ある.

総広告支出の代替案としては, 4万円から1万円ずつ増加させていき15万 円ま

でを考える。代替案の数は12で ある.代替案 ミックスの数は 180と なる。シミ

ュレーションの回数 燿 χ を50と した.

以上のデータを用いてコンピュータをランさせた.各 ミックスに対する計算

結果のうち,マ ーケット シェアの平均値,利益の平均値,利益の標準偏差 ,

および利益の平均値の利益の標準偏差に対する比が表 1に示されている (こ こ

における平均値と標準偏差は,用χ回のシミュレーションから得 られた朋 X

個の予測実現値から計算されたものである).表 1の結果の一部が図 2に示さ

れている.

表 1と 図 2に示されている結果を 1つ の情報として活用することによって ,

マネジャーは最良と考えられる単位流通関係支出と総広告支出とを決定するで

あろう。もしマーケティングの目標が利益最大化であり,こ の予測システムに

よる情報のみに基づき,さ らに利益の標準偏差を考慮せずその平均値にのみ基

づいて意思決定をすることにするならば,単位流通関係支出が9。 5(円 /個 )で
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表 1 マーケット シェアと利益
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2.〔利益の平均値 /利益の標準偏差〕の値は コンピュータの結果を四捨五入したものである。
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図 2利 益 の 平 均 値

~130140150(1000円
)

総広告支出

(注 ) 図中の曲線上の○印は,各単位流通関係支出において利益の平均値が最大と

なる位置を示している.

あり,総広告支出が13(万 円)で ある代替案 ミックスが選択されるであろう.

そのときマーケット シェアの平均値は 3。 02(%)で , 利益の平均値は 391,

000(円 )で ,そ して利益の標準偏差は134,000(円 )で ある.な お製品クラス

出荷数量とマーケット シェアの予測の分散とが確定するならば,与えられた

モデルとデータとのもとで利益を最大にする最適 ミックスを解析的に導出する

ことができる.予測システムにおける製品クラス出荷数量に関する50個 の予測

ノ個)
円

輪鰐絶牌判嶺硼
　
嶺
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実現値 (こ の 50は シ ミュレーシ ョンの回数である)か ら計算 された 平均値が

2,340,409(個 )で あったので , 比較の 目的のために 製品クラス出荷数量とし

てその数字を用い,まずマーケット シ/ア の予測の分散の推定値,島2がゼ

ロの場合の最適 ミックスを導出することにする.計算の結果最適単位流通関係

支出は9.3830(円 /個 )と なり,最適総広告支出は 128,720(円 )と なった.こ

れらの支出のときのぶノ2は 0.04273で あった。この場合の最適単位流通関係支

出は前の結果と変わらず 9。 3830(円 )で,最適総広告支出は 132,275(円 )で

あった.こ れらの支出のときの島2は
0。 04250で あった。この場合の最適単位

流通関係支出は 前の結果と変わらず 9。 3830(円 )で , 最適総広告支出は 132,

256(円)であった.こ れ らの支出のときの g/2は
0。 04250で あった.こ の島

2

は前の値と同じになったので,最後に得 られた支出を解析的最適支出とする.

この場合,最適マーケット シェアは 2。 92(%)で ,最適利益は 376,186(円 )

であった.こ れらの数字は関係式における誤差を考慮 していない。表 1の結果

と比較するためには,上で得 られた最適支出をインプットして予測システムを

実行する必要がある.そ の結果はつぎのとおりである.す なわちマーケット

シェアの平均値は 2。 99(%),利益の平均値は 390,672(円 ),そ して利益の標

準偏差は 133,055(円 )で ある。

V.結 論

この論文の目的は,利益を評価基準として広告支出と流通関係支出とを決定

するという問題を解決することにあった.そ れには,こ れらの支出が市場に与

える反応についての知識が必要であり,そ れを測定する尺度としてマーケット

シェアが選択された。市場反応関数の構造式を決定 し,そ のパ ラメターを推定

するために,回帰分析の手法が用いられた。ブランド出荷数量を推定するため

には製品クラス出荷数量の推定値が必要であり,ま た後者を推定するための説

明変数として国民所得の自然対数を用いることにした。これらの推定値を計算

するための関係式の導出においても回帰分析の手法が採用された.

得 られた関係式を用いて,単位流通関係支出と総広告支出とのいくつかの代



広告支出と流通関係支出との決定  65

替案 ミックスにおける利益を予測するのであるが,各関係式における予測に誤

差が伴なうので,利益の予測にも誤差が生じることになる.使用されている構

造式から判断すると,こ の利益予測の誤差の程度,すなわちその標準偏差を算

出するための公式を理論的に導出するのはかなり困難であると考えられるので ,

モンテ カルロ シ ミュレーションの技法を用いて利益予測の標準偏差を算出

することにした.提出されているいくつかの代替案 ミックスを評価し,最良と

考えられる代替案 ミックスを選択するに際して,こ の予測の標準偏差はかなり

有用な情報であると考えられる.

この論文で開発されたようなモデルと予測システムとを用いて,過去の決定

の効果を分析することによって,■ ネジャーは以前の経験から体系的な知識を

獲得できるようになるであろう.そ れ故に,こ のようなモデルはマネジャーの

判断の質を改良するに助けとなり:』βびDG〔7〕 のような主観的に判断され'

るパ ラメターを含んでいるモデルの質を向上させるに役立つであろう.

モデルの修正の方向として現在つぎのようなことが考えられている.

① ある期間になされた広告が将来における市場反応に影響を与えるかどう

かを,現実の時系列データの分析から判定 し,も し与えるとするならば広

告の時間遅れの効果を考慮 したモデル,すなわちダイナミック モデルに

修正する必要があろう。               .

② 現状以上に競争が激 しくなるか,あ るいはマーケティング決定変数の値

を過去のそれと比較 してかなり大きく変化させようとするような場合等に

は,競争ブランドの ミックスの情報を収集しそれを考慮した競争的モデル

に修正する必要があろう.な おこの論文で開発されたモデルにおいてこの

種の問題を分析するためには,誤差の標準偏井を大きく見積もるという方

法が考えられる。

ADBUDGに ついては,

横山,池亀,上条,角 田

大沢 〔9,pp.176-78〕 ,上条 〔3〕 をも参照.

〔12〕 参照.
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